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研究成果の概要（和文）：小泉内閣期に行われた行政区画再編（「いわゆる「平成の大合併）は、

地域社会に深刻な影響を及ぼした。行財政的には、当初期待されたものとは逆に財政状況が悪

化したり、将来の財政破たんにつながる恐れのある合併自治体が増えている。政治領域におい

ては、行政区画再編に伴い選挙区や定数が変化し、自治体議員の数は半減した。その結果、各

種選挙に対する自治体議員の影響力が弱まっており、合併を進めた自民党政権にとって地方基

盤を脆弱化させるという皮肉な結果が生まれている。地域コミュニティについては、本来行政

区画と地域コミュニティとは一致しないものであるにもかかわらず、そのことを理解しないま

ま行われた区画再編が行われた。その結果、市町村合併後の基礎的自治単位として期待された

「地域自治組織」は著しく「自治」機能を欠いた存在となっている。 

 
研究成果の概要（英文）：The Municipal restructure under the Koizumi government gave 

significant effects to the local communities. In many merged municipalities, public finance 

becomes worse, which possibly leads to the bankrupt. In the political area, members of local 

assemblies decrease in number, due to the rearrangement of constituencies、which makes 

their influence weaker. It is very ironic because municipal restructure promoted by the L 

DP Government itself made its voting machine fragile. Furthermore, as municipal 

restructuring was carried out without understanding that administrative regions and local 

communities are overdetermined complicatedly,  “local self-governance association”, which 

was expected basic self-governance unit after restructuring, lacks substance of 

“self-governance”. 
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１．研究開始当初の背景 

 究極の行財政改革というふれこみで実施
された「平成の大合併」が、(1)予想に反して
自治体の財政構造を悪化させていること、(2)

行政区画の再編により地方政治の構造変化
が見られ始めていること、(3)自治会・町内会
を中心に地域コミュニティの活動の委縮が
みられること、以上の変化について、いくつ
かの先行研究が散見されるものの必ずしも
十分とは言えず、総合的かつ実証的な研究が
必要とされていた。 

 

 

２．研究の目的 

 本研究は、その主要な目的を、小泉内閣期
に全国を席巻した末端行政区画の再編（いわ
ゆる「平成の大合併」）が「地域社会」に与
えたインパクトを、(1)「地方行財政に与えた
変化」（行財政領域）（(2)「地方政治に与えた
変化」（政治領域）(3)「地域コミュニティ」
（地域文化とコミュニティ領域）の三領域を
対象に総合的に検証することにおいている。 

(1)においては、行政区画再編の目的がいか
なるものとして説明されたのか、実際の過
程・プロセスはどうであったかなどを検証す
ることにより、「平成の大合併」の行政的意
図を明らかにすることを目標とする。 

 (2)においては、合併後の市町村で実施され
た首長・議会選挙の分析を行い、「平成の大
合併」が当初予測されていなかったような政
治的変化を地域社会の政治にもたらしつつ
あることを実証する。 

 (3)においては、行政区画再編をきっかけと
した住民自治組織をとりあげ、「平成の大合
併」が地域社会に何をもたらしたのかを明確
化することを目標とする。 

 

 

３．研究の方法 

3 つの研究の柱に対応して、メンバーを３
つの研究グループを分ける。 

(1)行財政グループ 
今井照：自治体における行財政分析およ

び合併後の前後比較 
小島定：合併自治体と被合併自治体の行

財政比較 
  (2)地方政治グループ 

功刀俊洋：市町村合併による政治変動の
年代別比較分析 

中川伸二：選挙区の変動が地方政治に与
える影響の分析 

大黒太郎：統一地方選挙の結果分析およ
び比較調査 

 (3)コミュニティ・グループ 
  松野光伸：地方自治組織の構想する地域

社会像と実態の調査 

  荒木田岳：合併に伴う住民組織の変貌と
その原因に関する調査 

 
(1) のグループは、行政文書やシミュレーシ

ョン資料、各種統計など客観的な事実・
データを追うとともに、フィールド・ワ
ークやインタビューなどを通じ、統計資
料には表れにくい「現場」の実態を検証
した。 

(2) のグループは、合併後に実施された首
長・議会選挙の分析を行い、福島県内を
はじめ、各地で実施された選挙過程分析
を行った。さらに宮城県内の全市町村議
会議員と合併前の旧議員（1,271 人）に
対するアンケート調査を行った。 

(3) のグループは、合併をきっかけとして生
まれた住民組織をとりあげ、合併後地域
社会でいかなる問題が現実化しているか
という調査（インタビューやアンケート
調査を含む）を実施した。青年会議所、
商工会議所、農協、労組（自治労）など
各種の地域団体（全国 3,860）に対する
アンケート調査を行った。 

 
４．研究成果 
(1)合併自治体では各種選挙に対する自治体
議会議員の影響力が弱まっている一方、非合
併自治体では衆院選への影響力が他の選挙
と比較して相対的に高くなっている。 
合併後 2 回目（2009 年 1 月から 7月）の市町
村長選挙で、非合併自治体では現職首長の落
選が 23.3％であるのに対し、合併自治体では
47.9％にものぼった。約半数の現職首長が落
選するというのは際立った現象である。 
 
(2)合併前後の議員数を比較すると、議員数
は半数以下にまで減少している。また減少し
た議員の大部分は無所属議員である。ここか
ら合併によるしわ寄せを受けたのは、集落代
表を中心とした無所属議員であり、組織政党
にはそれほどの変化がなかったことがわか
る。 
 
(3)議員数の半減は、自治体内の政治構造の
変化、すなわち役所（首長）、議会（議員）、
市民などの政策主体間関係の変化の要因と
なった。他方、集票マシーンとして地方議員
へ依拠する自民党に大きなダメージを与え
た。なぜ自党に不利な政策選択を行ったのか、
さらなる検証の必要がある。 
 
(4)地域団体へのアンケート調査からは、青
年会議所と商工会議所は圧倒的に推進の立
場であったといえるが、被合併選択の自治体
においては、合併に消極的な青年会議所も少
なくなかった。他方、商工会と農協はどちら



かといえば積極的という程度の立場であっ
たといえるが、非合併のグループでは合併に
消極的な意見のほうが積極的な意見を逆転
して上回るという結果になっている。 
 
(5)労組（自治労）については、どちらかと
いえば消極的立場であったといえる。しかし
そのうち 3 割程度が合併推進の立場にあり、
消極的立場が 4 割程度と、ほぼ二分されてい
た。さらに地域差が存在しており、その背景
には、小規模自治体における労働条件の確保
という現実的得失を考えることが可能であ
る。 
 
(6)地域住民や地域団体の多くは、自らが合
併を進めたというように認識は極めて薄く、
合併は外からやってきたという感覚が強い。
他方、自治体議員は市町村長が進めたという
認識が圧倒的に多い。 
 
(7)地域団体へのアンケート調査によると、
青年会議所は住民サービスの向上よりも市
町村の行財政の効率化に強い期待をもって
いる。それに対して、労組（自治労）は地方
分権や市町村の行財政の効率化という項目
に対してもっとも低い。合併自治体の新旧議
員にいたっては、合併の効果についてはすべ
ての項目で評価が低かった。 
 
(8)合併推進の今後については、地域団体別
に差が出た。青年会議所と商工会議所はこれ
からも引き続き合併を進めるべきだと現在
でも考えているのに対し、商工会と農協は 3
割から 4割程度がさらに合併を進めるべきだ
と答え、労組（自治労）ではさらに低くなっ
て否定的な考えをもつ人が 4 割を超える。 
 
(9)合併後の地域団体の代表者や議員と行政
主体や政治主体との接触機会について、どの
主体についても、合併市町村のほうが非合併
市町村よりも数字が小さくなっている。知
事・都道府県県庁との差がほとんどないのに
対して、国会議員との接触機会に変化がある
ということは合併による国政選挙へのイン
パクトの要因のひとつとして考えられる。 
 
(10)合併市町村において合併に対する評価
については、合併前に推進の立場であったに
もかかわらず、合併後に低い評価しか与えて
いない団体や議員の割合が目立つ。その逆に、
合併前は消極的で合併後は評価が高くなっ
たという団体の割合は少ない。合併した市町
村にある団体の代表者や議員のうち、こんな
はずではなかったと感じている割合が 2割か
ら 4割程度は存在している。 
 
(11)現在の制度を前提にすれば、広域化が人

口１人当たりの自治体政治家数を減少させ
る。このことは濃密な地域内関係から解放さ
れるという側面も持ち、いわゆる「浮動票」
の増加につながり、地域内組織を基盤とした
選挙方法だけでは結果が読めない選挙を増
加させている。 
 
(12)合併の副産物として、市民がその地域の
将来を議論したことがあげられることもあ
るが、一時的にとどまったこともあり、この
ことがその後の街づくりに継続的に生かさ
れるほど住民自治意識を涵養したとまでは
いえないだろう。 
 
(13)2005 年９月の衆院選は合併の只中で実
施された。自民党比例区の絶対得票率の推移
は、非合併市町村が 6.2％であるのに対して、
合併自治体では 3.4％増になっている。他方
民主党はその逆になっている。 
 
(14)町内会、自治会の実態調査を通じて、地
域住民運動組織の性格を分析した。その結果、
名称は同じであっても地域によって、時代に
よって、その活動はきわめて多様であること
がわかる。ただし、その活動を分類すれば、
行政連絡機構としての側面と、住民の自治的
親睦的組織としての二面があり、漫然と結合
している。「行政の末端（行政主導説）」「住
民の自治組織（文化の型）」という、学会に
おける分裂状況は実態の二面性の反映であ
ることが分かった。 
 
(15)本研究実施途中で東日本大震災が発災
した。本研究の代表者および分担者はすべて
被災地の大学に属する教員であり、分断や消
滅の危機にある地域社会の実態の調査・解明
こそ最優先されるべき研究課題であるとの
認識にたち、実態調査を行った（No.6～8）。
福島県内外に避難する人々の実態について
その当時もっとも包括的な調査となった。 
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